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（２）消費及び観光の動向  

 前節では、経済社会活動の正常化が人流を回復させ、景況感を大きく改善したことを

確認した。本節では、こうした動きが、地域別の消費活動にどのように変化を及ぼした

か、2023年に入ってからの、人流データ、財（百貨店及びスーパーの売上高）とサービ

ス（旅行・観光の動向を示す宿泊者数データ）等の動きを個別にみていく。 

 

（マスク着用ルールの変更、５類感染症移行、夏休みを契機に各地域で人流は活発化） 

対人サービスの動きの代理指標として、2023年初来の人流動向（前年からの変化）を

みると、前年（３月21日まで）の行動制限が影響し、１月から３月中頃は全国的に大幅

増となった。こうした影響の剥落する４月以降、増加幅は低下したが、全国平均はプラ

スで推移した。その後、経済社会活動の正常化後、初の夏休みを迎え、夏祭りやイベン

トを背景に、７月20日頃の小中学校の終業式を境に全地域で前年よりも人流が活発化し

た30。夏祭りは４年ぶりに通常開催したところも多く、そういったところでは前年を上

回る人出となり、コロナ禍前より人出が増加したところもあった（第２－２－１表）。 

夜間の人出について同様にみると、５類移行に伴い、会社等での会食制限も無くなり、

昼間より回復の程度が大きくなっている。 

 

第２－２－１表 各地で開催された夏祭りの人出について 

 
（備考）各種報道資料などにより作成。 

 

 
30 第１－１－３図参照。 

名称 人出に関する報道・主催者発表

隅田川花火大会

（東京都：７月29日）

祇園祭

（京都府：７月１～31日）

天神祭

（大阪府：７月24～25日）

博多祇園山笠

（福岡県：７月１～15日）

青森ねぶた祭

（青森県：８月２～７日）

仙台七夕まつり

（宮城県：８月６～８日）

阿波踊り

（徳島県：８月12～15日）

４年ぶりに通常開催となったが、15日は台風で中止となるなか、３日間で約54万人
の人出があり、前年（４日間）の46万人を上回った。

４年ぶりに開催（従来と同規模で開催。当日は、103万人の人出（過去最多、2019年
は95万人）。

山鉾巡行を４年ぶりに通常開催。今年は、祭りのメインとなる３日間（山鉾巡行と
その前日、前々日）が３連休と重なり、コロナ禍前（2019年）の53万人を大きく上
回る約82万人の人出があった。

４年ぶりに花火を実施。２日間で約132.1万人の人出があり、コロナ禍前（2019年）
より1.7万人増加。

４年ぶりに通常開催。７/12～14の３日間で約170万人の人出があった。

４年ぶりに通常開催。６日間の人出は約101万人（今年から集計方法に変更あり）。

４年ぶりに通常開催。３日間で約227万人の人出があり、コロナ禍前（2019年）より
約２万人増加。
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（百貨店販売は人流の増加を背景に都市部を中心に回復） 

次に、販売側からみた財消費を示す百貨店とスーパーの販売額を地域別にみていく。

地域別の百貨店販売額（全店ベース）の推移をみると、2023年１－３月期は各地域とも

販売額が前期から減少していたが、４－６月期以降、人流とインバウンド需要の増加を

背景に、関東、中部、近畿といった三大都市圏を含む地域と、観光需要がある九州・沖

縄といった地域の回復が進んでいる（第２－２－２図（１））。 

地域別のスーパー販売額（全店ベース）は、物価上昇による販売単価上昇や記録的猛

暑による夏物季節商材の売上増等により北海道、東北、関東は全国対比で強い動きとな

っていたが、８月に台風の影響もあった中国、四国は全国対比で弱い動きとなった（第

２－２－２図（２））。 

 

第２－２－２図 販売側からみた地域別の財の消費支出の動向 

（１）百貨店経済産業局別販売額（経済産業局別・全店ベース・四半期） 

（2021年10－12月期～2023年７－９月期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）スーパー経済産業局別販売額（経済産業局別・全店ベース・四半期） 

（2021年10－12月期～2023年７－９月期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）経済産業省「商業動態統計」により作成。  
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（国内観光は感染症拡大前まで回復、インバウンドの回復は都市部中心） 

次に、観光の動向をみるため、地域別に宿泊者数の動きをみてみたい。地域別日本人

延べ宿泊者数は、人流の回復や政策支援（全国旅行支援等）の効果もあり、2023年に入

り回復が進み、おおむね各地域で2019年と同程度の水準まで回復が進んでいる（第２－

２－３図）。 

 

第２－２－３図 地域別日本人延べ宿泊者数 

 

 

（備考) 観光庁「宿泊旅行統計調査」により作成。 
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次に、インバウンドの回復状況を確認したい。感染症にかかる水際措置については、

2023年４月に「陰性証明書」と「ワクチン接種証明書」の提出義務付けが無くなり終了

した。加えて、８月には中国政府が日本への中国人団体旅行を解禁し、マクロでみれば

足下の訪日外国人数は2019年同月比で８割を超えるまで回復している。さらに、2019年

に比べ外国人旅行者の平均宿泊日数が増加し、為替レートの影響もあり一人当たりの旅

行消費額は大幅に増加している（第２－２－４図（１））。このため、外国人旅行者の

消費額でみると、７－９月期には2019年の同時期を超えている（第２－２－４図

（２））。 

 

第２－２－４図 訪日外国人消費額（2023年７－９月期） 

（１） 一人当たり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）総額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）観光庁「訪日外国人旅行消費動向調査」により作成。 
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しかしながら、地域別にその回復動向をみると、都市部と地方部で差が生じているこ

とが分かる。訪日外国人の地域別延べ宿泊者数を概観すると、「東京都」、「大阪府・

京都府」、「福岡県」といった都市部は回復が進んでいる。地域別に状況を詳細にみて

いくと、「南関東」、「近畿」は、中国人以外の宿泊者数が感染症拡大前を大きく上回

っており、回復が突出している。「九州」は、韓国との距離が近いという地理的特性か

ら、韓国人宿泊者数のシェアが高く、感染症拡大前との比較で回復が進んでいる。「東

海」は、中国人宿泊者数の割合が高かったことから、回復が遅れている（第２－２－５

図）。 

第２－２－５図 地域別にみた国籍別延べ宿泊者数 

（2019年６～９月と2023年６～９月の比較） 

 

（備考) 観光庁「宿泊旅行統計調査」より作成。 
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こうしたインバウンド回復の地域差を生んでいる要因について考察を進めたい。今回

のインバウンド回復局面においては、旅行者の選好等だけでなく、国際航空便やクルー

ズ船の運航状況等により地域差が生まれている可能性がある。外国人の入国ルートとい

う観点から、2023年夏の主要空港の国際定期便数をみると、成田、羽田、福岡は６割以

上回復していたが、その他の空港では回復が遅れていた。また、中国との定期便は、

2019年比１割程度にとどまり、中国人宿泊者の割合が高かった地域については、その影

響を受けていた（第２－２－６図（１））。なお、2023年冬の主要空港の国際定期便数

をみると、中部等では回復が遅れているが、新千歳、成田、羽田、関西、福岡、那覇で

は2019年比の６割以上まで回復が進み、中国との定期便も全国計では2019年比４割程度

まで戻っている（第２－２－６図（２））。依然として回復に地域差は残るものの、今

後、各地域においてインバウンド回復が進むことが期待される。 

 

第２－２－６図 空港別の国際定期便数 

（１）2023夏ダイヤ（2019年と2023年の比較） 

 

（２）2023冬ダイヤ（2019年と2023年の比較） 

 

            （備考) 国土交通省「国際線就航状況」より作成。 

【国際定期便数（直行便＋経由便）】

うち中国 うち中国 うち中国

新千歳 214.0 40.0 89.0 0.0 41.6 0.0

成田 1,750.5 240.0 1,075.5 72.0 61.4 30.0

羽田 811.5 168.0 796.0 40.5 98.1 24.1

中部 411.5 141.0 125.0 0.0 30.4 0.0

関西 1,372.5 437.0 638.5 38.5 46.5 8.8

福岡 399.0 46.0 294.0 0.0 73.7 0.0

那覇 223.0 35.0 89.0 0.0 39.9 0.0

その他 334.0 75.0 52.0 0.0 15.6 0.0

全国計 5,516.0 1,182.0 3,159.0 151.0 57.3 12.8

空港名
2019夏ダイヤ 2023夏ダイヤ 2023/2019（％）

【国際定期便数（直行便＋経由便）】

うち中国 うち中国 うち中国

新千歳 153.0 44.0 123.0 9.0 80.4 20.5

成田 1,697.5 299.0 1,334.0 170.5 78.6 57.0

羽田 814.5 168.0 982.0 158.0 120.6 94.0

中部 447.0 178.0 207.0 31.0 46.3 17.4

関西 1,328.0 546.5 992.5 194.0 74.7 35.5

福岡 316.0 44.0 392.0 23.0 124.1 52.3

那覇 187.0 33.0 123.0 5.0 65.8 15.2

その他 276.0 93.0 158.0 14.0 57.2 15.1

全国計 5,219.0 1,405.5 4,311.5 604.5 82.6 43.0

2023冬ダイヤ 2023/2019（％）
空港名

2019冬ダイヤ
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また、国際クルーズ船の寄港は地域のインバウンドにとって重要な要素になっている

が、2023年の外国船籍の国際クルーズ船の寄港回数は2019年比でみて65％程度にとどま

る見通しとなっている（第２－２－７図）。 

 

第２－２－７図 クルーズ船の寄港回数 

（2013年以降の推移） 

 
（備考) 国土交通省「クルーズの最近の動向について」より作成。 

 

 

このように、今回のインバウンド回復過程では、国際航空便の運航状況も影響して、

東京等の都市部の一部で回復が速いといった地域差が生じてきている。インバウンドの

地域偏在は、地域経済の回復に差を生むだけでなく、オーバーツーリズム問題など需要

過多の地域でも負の影響を及ぼす可能性がある。 

政府は「オーバーツーリズムの未然防止・抑制に向けた対策パッケージ31」を決定し、

地方部の観光地の魅力向上や空港や港の受入環境整備を通じて、地方部への誘客を推進

する方針を取りまとめている。例えば、知床の手つかずの大自然におけるアドベンチャ

ーツアーや松本・高山の中部山岳国立公園におけるトレイルツアーの造成、あるいは沖

縄・奄美における古集落の一棟貸しといった、地域の魅力を体感できるコンテンツや宿

泊施設の充実により、地域における高付加価値な観光地づくりを進めていくこととして

いる。今後、こうした政策の効果によって、地方部の観光地の魅力向上が図られ、地方

のインバウンド回復が進むことが期待される。 

 
31 2023 年 10 月 18 日観光立国推進閣僚会議決定。 
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